
                               
                                                                  

                                

 

 

                                                

 

 

                               

 

                              

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

日本共産党平塚市議会議員団 

電話 0463－23－1111（内線 2375） 

平塚市浅間町９－１  平塚市議会控室 

No.１１６４    ２０１２年４月１日発行

競輪の条例改正、競輪事業会計

今議会に、「平塚市自転車競走実施条

例」の一部改正案が出されました。その内

容は、現在の条例では平塚競輪は平塚競

輪場のみで行うこととなっていますが、東

日本大震災のような災害が起きて、平塚

競輪場で開催できなくなった時や新たな

経営戦略のために他の競輪場でも実施可

能にするためとしています。 

平塚競輪場が災害で開催でき

ないという事態に、よそで開

催？！ 
災害で関東周辺や本市に大きな被害

が生じた場合、市職員は市民の生命・安

全を守るためにあらゆる対応が求められま

す。それは競輪事業関係職員も同じで

す。そうした時に他の競輪場で実施すると

いうことはいかがなものか。 

東日本大震災の時には、多くの事業が

「自粛」で取りやめとなったことからも、被

害がなかった他の競輪場だからといって、

本市のレースを開催することが住民感情と

して許されるのか。 

選手への支払いや開催のための費用が 

 

必要

らが

てでも

自粛

での

改正案

※

てしまいました
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日発行  

競輪事業会計に反対 

日本共産党議員団の法律相談 

次回は４月１４日（土）です。 

午後１時から  （要予約） 

 

  

必要であるからというが、大災害の時でもそれ

らが必要であるならば、事業会計の基金を使っ

てでも捻出すべきもの。災害時は、開催中止・

自粛などの対応をとるべきであり、他の競輪場

での開催は理解できません。よって、この条例

改正案には共産党議員団は反対をしました。 

※しかし、この条例改正案は賛成多数で可決し

てしまいました。 

競輪場は入場者と従業員の安全第

一に改修工事を早急に！  

競輪事業の基金は現在３６億５千万円積み

立てられています。老朽化した競輪場の改修

工事は、来場者・従業員の安全と地域の避難

場所となっていることから早急に行うことが必要

と考えます。今後この施設が様々な市民サー

ビス、暮らし・福祉に役立つ有効活用ができる

施設にすることも視野に入れることを求めます。 

  しかし、私達は競艇場外舟券売り場やパチ

ンコ店建設など、地域の方々と連携し、ギャン

ブル場建設反対運動に一貫して取り組んでき

ています。 

こうした立場から競輪事業特別会計に反対

いたします。 

                                                               

                                                                                                                             

                               

                                 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

                                                                                                                             

 

 

  

 

市長は、新年度予算案を提出するに当たり、

健全財政を維持すべく、徹底した歳出の見直

しと、市税等の債権管理の取り組みや受益者

負担の適正化など一層の歳入確保に努め、安

定した行政サービスの提供と維持可能な行財

政運営を目指していくとしています。 

そうした中で、共産党議員団はそれぞれの

事業に対し、評価する点、改善すべき点を指

摘し、新年度予算に賛成しました。 

 

「仕事の点検作業」について 

新年度の仕事の点検作業の委員に「構想日

本」のメンバーを加えるため、「委託料」１１２万９

千円を新たに計上している。 

その中で、職員諸手当の削減、更なるアウトソ

ーシングの推進に取り組むというが、財政優先

で、安易に事業の切り捨てを行うことなく、住民の

声を充分つかんで進めること。 

そして、国からの権限委譲が進む中、行政とし

て責任ある仕事を遂行するためには、職員の削

減ありきではなく、市民の財産を守り、安心・安全

の確保のため、正しい人員配置を。 

相模小学校の移転問題 

今議会で、平成３０年開校を 

目指すと答弁。この計画はツイ 

ンシティ計画の進捗にかかわら 

ず実施していくこと。またツイン 

シティ計画は、国や県の動向に振り回されること

なく、住民の意見を充分聞いて合意のもとで進め

ること。 

消防・防災 

防災は、市民にとって最大の関心事。市長が

提言した救急隊１隊の増隊は早急に進めること。 

住宅の耐震は、市民が気軽に工事に踏み切

れる施策を講じ、シェルター化や家具転倒防止

施策などと縦横に組んで推進すること。 

 

新年度予算に意見

 

                                                                                                                             

                   

                                                                                                                             

  

子育て支援 

妊婦健診の補助２０００円分の上乗せや、小

児医療費助成が小学６年生までとなることは大

変評価する。所得制限や入院費用の問題では

さらなる検討を要望。 

 

教育予算 

新年度で小中学校の耐震補強工事がすべて

完了。また、学校司書も全小中学校に配置され

る。サンサンスタッフの更なる拡充を求める。 

中学校給食は、今後の 

方向性を充分研究・検討し、 

市民の願いが叶う結果を 

求める。 

学童保育は、公的施設に入りたいと希望する

クラブが計画的に移設できるよう対策を求める

「平塚市高等学校等修学支援金」はＨ２３年

度から６０人枠で月７０００円。高校授業料無償

化とはいえ、経済的に困窮する生徒の割合は

国的に増えており、これからも市としてしっかり

援するよう求める。 

 

福祉施策 

高齢者施策では、後期高齢者医療事業への

負担が前年度比１億 2,300 万円の増、特養ホー

ム建設への助成に 3,900 万円計上されているも

のの、高齢者のマッサージ券配布枚数が年間

枚から５枚に削減されるなど、個々の施策が

年々縮小されている。高齢者の生活困窮は増

す一方で、悲惨な孤独死・孤立死が報道されて

いる。「市民が安心して生活できるまち」の実現

のため、高齢者一人 

一人のニーズに寄り添う 

福祉のあり方を進めて行 

くことを求める。 

 

意見を付して賛成 
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（表面からのつづき） 

中小企業支援 

現在平塚市でも日産車体第一工場の

撤退による影響で関連会社及び下請会社

への支援策は重要な課題となっている。 

平塚市は「企業立地等促進事業」で、

市内への進出企業や事業を拡大した企業

に対し、固定資産税の2分の1軽減や雇用

奨励助成金など5年間で最大３億円を免

除する制度を行っている。 

横浜市では、企業立地促進条例を制定

しており、昨年１月に、助成を受けている

企業を対象にアンケート調査を行った。 

◎「この条例による支援が、横浜への立地

に影響を与えたか」の問いに、半数が「関

係ない」と回答し、特に工業系では６割強

が「関係ない」と答えた。 

◎「横浜への立地の決め手は何か」という

問いには、土地・建物を購入した企業でも

「行政のサポートがあったから」と答えた企

業は１割だった。 

 

（仮称）西湘平塚霊園

3,496 名
 

平塚市出縄の高台に大規模墓地造

成計画が持ち上がり、３月２１日、

地域住民の方々から中止を求める陳

情が議会に提出されました。 

下請会社

企業

制定

このアンケート結果からも、進出企業の多く

は税の軽減や助成金があるから、そこに進

出してくるのではない。 

企業誘致に必要なのは、金銭的支援よ

り、誘致企業を支える活力ある市内企業の

育成や、子育て、教育、福祉など住みやす

い都市環境が整っていることだ。 

今の不況を乗り切るた 

めには、市内中小企業へ 

の強力な支援策が必要で 

あり、他市に比べても高い 

平塚市の融資制度の金利 

を引き下げ、まち全体の活 

気を生み出す抜本的施策を求める。 

 

平和意識普及啓発事業 

今年度、広島派遣事業が復活した。核兵

器廃絶平和都市宣言をしている平塚市とし

て、子供たちに平和意識を育むために今後

も継続していくことを求める。 

 

以上を述べ、賛成しました。 

西湘平塚霊園の建設計画中止を求める 

名による陳情 

事業者は、厚木市愛甲の宗教法人日蓮宗：長

福寺。出縄の市街化調整区域内で、開発面積

6,640．96 ㎡の土地に 1,519 基の墓を設置し、

62台分の駐車場と90.72㎡の管理棟を整備する

というものです。住民の方々は 

①県にこの墓地造成計画を許可しないよう、市

として意見書を提出すること。 

②この墓地建設に伴う樹木伐採や整地を許可し

ないこと。 

③4月から平塚市に墓地の経営許可に関する権

限が委譲されるが、その場合にも許可しないこ

と。 

などを強く求め、現在も署名活動を継続中です

 

 

      

      

       

 

 

 

 

 

 

 

                                                                   

神奈川県内の太陽光発電設置

補助状況

太陽光発電設置

市町村

名 

Ｈ23 年度目標 補正

件数 予算額 

藤沢市 250 4300 万円 

清川村 5 ７６万円 

川崎市 900 ６７５０万円 

真鶴町 5 ６６万円 

湯河原町 12 １８０万円 

相模原市 

個人 450 5490 万円 

共同住宅 5 100 万円 

茅ヶ崎市 250 ３０５０万円 

海老名市 250 ３０５０万円 

山北町 10 １１２万円 

箱根町 5 ５６万円 

横浜市 2,000 １億９２００万円 

横須賀市 230 ２３９２万円 

鎌倉市 53 ５６０万円 

逗子市 40 ４１６万円 

厚木市 400 ４１６０万円 

大和市 138 １４４０万円 

伊勢原市 70 ７２８万円 

座間市 70 ７２８万円 

綾瀬市 200 ２０８０万円 

葉山町 28 ３００万円 

寒川町 20 ２０８万円 

大磯町 40 ４１６万円 

二宮町 25 ２６０万円 

中井町 25 ２６０万円 

開成町 30 ３１２万円 

愛川町 57 ５９２．８万円 

秦野市 120 １３２０万円 

小田原市 133 １３００万円 

大井町 25 ２２２．５万円 

平塚市 220 １９１４万円 

南足柄市 20 １８４万円 

松田町 20 １７４万円 

三浦市 20 １４４万円 

 

 

長

、

する

市

し

権

しないこ

です。 

平成 23 年度は、福島原発事故の影響

置が行われ、新年度には補助枠の拡大を

また、共同住宅用の補助を市単独で実施
※自治体名は、市の補助単価の高い順となっています

                                                                   

太陽光発電設置に対する 

補助状況と今後の予定 

太陽光発電設置に対する補助状況                         

補正の

有無 

1 月 13 日現在の 新年度予定 

件数 予算額 1 月段階で 

無 ー ー ー 

有 10 １２８万円 １０件 

有 1,500 １億 1250 万円 １５００件程度 

有 9 １１２．５万円 ５件 

有 37 ４８８．４万円 １５件 

有 
900 1 億 980 万円 

未定 
10 200 万円 

有 400 ４８８０万円 ４００件 

無 ー ー ２５０件 

有 30 ３３６万円 ２０件 

有 10 １１２万円 １０件 

有 4,000 ３億８４００万円 ２月発表 

有 300 ３１２０万円 ４００件 

有 100 １０４０万円 １００件 

有 50 ５２０万円 ５０件予算要求 

無 ー ー ４００件 

有 200 ２０８０万円 ４００件 

有 82 ８０２．６万円 １１０件 

有 140 １４５６万円 １４０件 

無 ー ー ２００件 

有 38 ４０４万円 ２８件 

有 40 ４０１．４万円 ６０件 

有 70 ７２８万円 ４０件 

有 50 ５２０万円 後に発表 

有 35 ３６４万円 ２５件 

有 40 ４１６万円 ６０件 

有 67 ６９６．８万円 後に発表 

有 220 ２２４４万円 ３００件 

有 383 ３７１６．６万円 ４００件 

有 55 ４８９．５万円 ５０件 

有 420 ３６５４万円 ４５０件 

有 80 ７３６万円 ４０件 

有 40 ３４８万円 ４０件 

有 30 ２１６万円 ２０件 

影響もあってか、多くの自治体で目標の 2 倍近い設

を予定していることがわかりました。 

実施している自治体もありました。 

となっています。           （議会局に調査依頼） 

                                                                   


